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トランプ政権下における相互関税の動向 
在米日系企業サービスグループ 

米国税務ニュースレター 2025 年春エディション¹ 

 

 

2025 年 4 月 2 日の相互関税の発表以降の動向 
  
トランプ政権は 2025 年 4 月 2 日に発表した米国への輸入品に対する相互関税
（“Reciprocal Tariff”, 2025 年 4 月 5 日から適用、4 月 9 日から関税率引き上げ予
定）に対するいくつかの修正を 4 月 8、9 日に発表しました。主な変更点として、関税率引
き上げの延期、および免除対象の設定が含まれています。  

• 2025 年 4 月 8 日に発令された大統領令 14259 号および 2025 年 4 月 9 日に
発令された大統領令 14266 号 に基づき、2025 年 4 月 10 日付けで、大統領
令 14257 号の附属書 I（“Annex I ”）に記載されている国の原産品に対する
相互関税率は 2025 年 7 月 9 日まで適用が延期され、相互関税は 10%に戻
されました。しかし、中国原産品については延期の対象外とし、2025 年 4 月 2

日以降に中国が発表した報復措置を受けて、2025 年 4 月 9 日付けで相互関
税率を 34%から 84%に引き上げ、さらに 2025 年 4 月 10 日付けで 84%から
125%に引き上げました。  

• 2025 年 4 月 11 日に発行された大統領覚書での発表、また米国税関・国境
警備局（US Customs and Border Protection、以下“CBP”）が Cargo System 

Messaging Service 64724565 号に定めたガイダンスで明確にしたように、中国を
含む全ての国の特定の技術製品は相互関税から除外されました。 除外とされた
項目にはコンピューター、タブレット、サーバー、スマートフォン、ハードドライブ、半導体
製の不揮発性データ記憶装置、半導体製造装置、スイッチ、ルーター、モニターな
どが含まれます。  

• 大統領令 14259 号および 14266 号に基づき、2025 年 5 月 2 日に適用開始
予定の中国からの低価格輸入商品に対するデミニマス関税率は、従価法を使
用する場合は 30%から 120%に、従量法を使用する場合は 25 ドルから 100 ドル
に引き上げられ、2025 年 6 月 1 日には 200 ドルに更に引き上げられます。  

https://www.federalregister.gov/documents/2025/04/14/2025-06378/amendment-to-reciprocal-tariffs-and-updated-duties-as-applied-to-low-value-imports-from-the-peoples
https://www.federalregister.gov/documents/2025/04/15/2025-06462/modifying-reciprocal-tariff-rates-to-reflect-trading-partner-retaliation-and-alignment
https://www.whitehouse.gov/wp-content/uploads/2025/04/Annex-I.pdf
https://www.whitehouse.gov/presidential-actions/2025/04/clarification-of-exceptions-under-executive-order-14257-of-april-2-2025-as-amended/
https://content.govdelivery.com/bulletins/gd/USDHSCBP-3db9e55?wgt_ref=USDHSCBP_WIDGET_2
https://content.govdelivery.com/bulletins/gd/USDHSCBP-3db9e55?wgt_ref=USDHSCBP_WIDGET_2
http://www2.deloitte.com/us/en.html


米国の相互関税の詳しい背景については、2025 年 4 月 7 日の米国国際税務アラート
を参照してください。  
 
関税に対する対策例 
 
米国でビジネスを展開している企業は、サプライチェーンを総合的かつ戦略的に評価すること
により、上記を含めた第二次トランプ政権が行う可能性のある措置を考慮し、ただちに潜在
的な関税リスクの増加に備え、以下の対応を検討することが重要です。 

これらの対応には、さまざまな部署（貿易管理、税務、財務、サプライチェーン、製造など）
における企業内調整が必要であり相当の期間を要し、実施にはさらに時間がかかると予想
されます。 

• 米国における輸入申告データの分析を行い、サプライチェーンと輸入の実態を把握
する 

• シナリオプランニングを通じて、米国その他の市場における（報復関税の可能性を
踏まえ）潜在的影響額を定量化する 

• 関税評価額を再検討する 

o 価格設定を見直し、関税評価額から非課税費用を特定して分離する 

o 移転価格の評価により最適なマージン四分位を決定し、適用可能な場
合には、CBP 調整申告（Reconciliation）プログラムを利用して移転価
格調整を申告し、関税還付を実施する 

o 輸入前に関税非課税のコストを排除し、「ファーストセール」による申告価
格が認められるよう取引形態を整備しておく 

• 関税分類コードが正しく分類されているか、見直しを行う 

• 自由貿易協定に基づく原産判定、ドローバックなど、関税優遇制度の利用条件
を満たしているか確認し、満たしている場合は関税の減免や還付を実施する 

• 海外で組み立てられた米国原産品、および関税の免除の対象となる可能性のあ
るその他の米国原産の商品・部品等を特定する 

• 米国に一度輸入したものを再輸出する場合、保税輸送、保税倉庫、保税製造
（Foreign Trade Zone）を活用する 

• 様々な関税削減戦略の実現可能性を評価し、設計する 

 

Appendix 
Appendix A：2025 年 2 月 1 日以降にトランプ政権が新しく導入した米国関税の概要 
  
以下は、2025年4月14日時点で、トランプ政権が導入した全ての追加関税の状況を、影響
を受ける国別にまとめた一覧表です。 
 
新規および拡大された追加関税 

対象国 関税率 対象製品 適用開始日 文献 

全ての 
指定国 

直近の石油輸
入から最長 1
年後まで 25% 

ベネズエラから石油やガスを、直接
的または間接的に購入および輸
入した国の全ての製品が対象。
米国国務長官により指定されるこ
とが条件となる。 

指定された場合に発
効： 2025 年 4 月
12 日現在、特に指
定なし 

 
米国通商拡大
法 232 条 
 全て 25% 

米国・メキシコ・カナダ協定
（USMCA）原産品を除く乗用
車（セダン、SUV、クロスオーバー、
ミニバン、カーゴバン）、小型トラッ
ク、および一部の部品（エンジ
ン、トランスミッション、パワートレイ
ン部品、電装部品）  

車両:  
2025 年 4 月 3 日 

部品:  
2025 年 5 月 3 日 

ロシアを除
く全て 

25% 
特定の鉄鋼およびアルミニウム製
品、およびその他関連する製品 

2025 年 3 月 12 日 

https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/us/Documents/Tax/dttl-tax-alert-us-07-april-2025.pdf
https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/us/Documents/Tax/dttl-tax-alert-us-07-april-2025.pdf


カナダ、 
メキシコ、 
キューバ、 
北朝鮮、 
ロシア、 
ベラルーシ
を除く全て
の国 

10%から 125% 

国により異なる 

以下を除く全ての品目に対する相
互関税の適用： 

鉄鋼、アルミニウム製品及びその
他関連品目、乗用車、小型トラ
ック、すでに米国通商拡大法 232
条により関税対象となる特定の
部品 

大統領令の附属書 II（“Annex 
II”）に記載されている品目（銅、
木材、医薬品、半導体、特定の
重要鉱物、金地金、エネルギーお
よびエネルギー製品）。これらの品
目は、将来米国通商拡大法 232
条に基づく関税の対象となる可能
性あり 

中国原産を含む全てのテクノロジ
ー製品（コンピューター、タブレッ
ト、サーバー、スマートフォン、ハード
ドライブ、半導体製の不揮発性デ
ータ記憶装置、半導体製造装
置、スイッチ、ルーター、モニターな
ど） 

下記に関しては、関税一部免除
の対象： 
- 輸入品に金額で少なくとも 20%
の米国原産物が含まれている製
品 
- デミニマス対象（申告価格 800
ドル以下）の品目（中国原産を
除く） 

2025 年 4 月 5 日
(10%) 

2025 年 4 月 9 日 
(貿易相手国 57 カ
国に対して 11%から
84%の間へ引き上げ
られ、同日中に 2025
年 7 月 9 日までを条
件として 10%に戻さ
れた。 

中国は例外で、
2025 年 4 月 10 日
より 125%に引き上げ
られた。) 

国際緊急経済
権限法 
(“International 
Emergency 
Economic 
Powers Act”– 
以下 IEEPA） 

カナダ 
25% 

全て（エネルギー、炭酸カリウム、
及び米国・メキシコ・カナダ協定の
認定を受けた品目を除く） 

2025 年 3 月 4 日 
(2025 年 3 月 7 日
以降、USMCA 原産
品は免除) 

IEEPA 

10% エネルギーと炭酸カリウム 

中国² 

20% 全て 

2025 年 2 月 4 日
(10%) 
2025 年 3 月 4 日
(20%) 

従価法で
120%、又は従
量法で 2025
年 5 月 31 日
までは 100 ド
ル、それ以降
は 200 ドル 

国際郵便物・小包 2025 年 5 月 2 日 

メキシコ 
25% 

全て（炭酸カリウム UMC、及び
USMCA にて認定された特定の品
目を除く） 

2025 年 3 月 4 日 
(2025 年 3 月 7 日
以降、USMCA 原産
品は免除) 10% 炭酸カリウム 

ロシア 200% 
特定の鉄鋼、アルミニウム製品、
及びその他の関連品目 

2025 年 3 月 12 日 
米国通称拡大
法 232 条 

 
 

    



Appendix B: 貿易相手国が導入した全ての新たな報復関税の概要 

以下は、2025 年 4 月 14 日現在、他の国が米国原産品に対して実施した全ての報復関
税をまとめた一覧表です。 

 
米国製品に対する新たな関税と今後追加予定の関税 
発行国 関税 対象となる米国の製品 報復対象 適用開始日 

中国 

15% 
石油、天然ガス、鶏肉、小麦、トウ
モロコシ、綿花 

IEEPA(発動) 

2025 年 2 月 10 日 

10% 

原油、農業機械、大排気量車、小
型トラック、ソルガム、大豆、豚肉、
牛肉、水産物、果物、野菜、乳製
品 

IEEPA(関税率引き
上げ) 

125% 全ての米国原産品 相互関税 2025 年 4 月 10 日 

カナダ 25% 

1,200 以上の品目、さらに追加の可
能性有 

IEEPA 2025 年 3 月 4 日 

鉄鋼、アルミニウム製品、消費財、
貴金属、コンピューター、その他の米
国原産品 

米国通商拡大法
232 条に基づく鉄
鋼/アルミニウム製
品への関税 

2025 年 3 月 13 日 

乗用車及び商用車（USMCA 原産
品におけるカナダ・メキシコ原産分価
格を除く） 

米国通商拡大法
232 条に基づく自
動車/小型トラック
への関税 

2025 年 4 月 9 日 

EU 
4.4%～
50% 

農産物、デニム衣料、ピーナッツバタ
ー、自動二輪車、その他順次追加
予定 

米国通商拡大法
232 条に基づく鉄
鋼/アルミニウム製
品への関税 

2025 年 7 月 15 日
まで一時停止 

     
 
Endnotes 

1  当ニュースレターは、US International Tax Alert dated April 15, 2025 の和訳となっていま
す。英語原文と異なる場合には原文が優先となります。 

²  米国は 2025 年 5 月 12 日に、中国からの輸入品に関して、関税率を 90 日間の間
30％に引き下げることに合意しています。 
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